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2020年を展望する 

• 日本の三重苦 

  少子高齢化（生産人口の減少） 

  財政赤字（長期金利の上昇危機） 

  国際競争力の低下と貿易赤字 

• 2020年に向けて 

  成長戦略（輸出で稼ぐ、規制緩和） 

  財政の健全化（国債の暴落を防止する） 

  知的財産によるソフト成長！！ 
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日本の人口推計 
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人口のピーク：128084千人（2008年） 
死亡数＞出生数（2005年） 



日本の財政赤字 

2012/3/31 5 

H24年度末：709兆円 



国の債務残高（粗債務）の推移 
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1100兆円（H24年9月） 



政府債務と企業債務を 
個人資産でカバー？ 



消費者物価指数 

8 

1996年以降、ほとんどゼロ成長 

コアＣＰＩ：生鮮食料品を除く 
コアコアＣＰＩ：食料品・エネルギを除く 

Consumer Price Index 

2％インフレ目標 



日本の経済成長率 
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年率１％ 



日本の国際競争力の推移 
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アベノミックス効果 
• 超金融緩和政策（日銀） 

• 長期の円安状態の是正（100円台前半？） 

• 輸出産業の復活 

 

• エネルギ政策の失敗（原発ショック） 
– 貿易赤字の継続 

• ITC政策の失敗（周回遅れ） 
– 標準化対策、特許政策など 

• 国際リスク 
– 中国問題（北朝鮮を含む）、欧州危機、中東紛争 
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知財入門 

• 財産とは？ 金銭・土地・建物・設備・商品など
経済的な価値のある “有体物”と定義する 

• 知的財産とは？ 人間の精神的・知的創造活
動から得られた技術上の情報・知見、営業上
の情報・信用など形のない“無体物”でかつ経
済的な価値のあるものと定義する
⇒Intellectual Property 

• 権利とは？ 法律が認めた意志の力と定義で
きる。 
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知的財産権とは？ 
（創作意欲の増進、社会の進歩） 

• 工業所有権（特許庁）⇒産業財産権 

  特許権、実用新案権、商標権＊、意匠権 

• 著作権（文化庁） 

• 回路配置権（半導体集積回路に関する法律） 

• 植物新品種の関する権利（種苗法） 

• 商号権＊（商法・商業登記法） 

• 不正競争防止に関する所定事項＊ 

  ⇒企業秘密、原産地表示、産業活動上の表示 

 （不正競争防止法、独占禁止法、景表法、薬事法） 

＊信用維持に関する法律 
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補足(知財の新しい概念) 

• トレード・ドレス： 
  米国特有の知的財産権である。 
  ロゴマーク、製品形状、色彩、素材、大きさなど   
  の各要素を含んだ全体的・総合的イメージのこと。商品  
  ・サービスの総合的イメージが対象、パッケージ、 
  店舗の外装、作業員の制服デザイン、販売技術など、 
  他との識別機能を有するもの 

 
• 認知要件：本体的な識別性、獲得された識別性 
• 意匠権と商標権の複合したもの 
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特許とは 

• 特許とは：製品・サービスを製造・販売・使用する
権利を排他的独占する権利（ライセンス） 

 ⇒特許の３要件：産業上有益、新規性、進歩性 

• 実施許諾者：ライセンサー 

• 実施権者：ライセンシー 

• 専用実施権（唯一の実施者：特許権者も実施不
可、特許庁登録が必要） 

• 通常実施権（原則非独占、独占契約も可能） 
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知財戦略の重要性 
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事業戦略 
 

研究開発戦略 
 

知財戦略 
 

新規事業立ち上げ 
既存事業の維持発展 
保有特許の戦略的活用 

自社権利の確保保護（侵害訴訟） 
他社権利の動向調査（係争回避） 
独占実施、権利許諾など 

新規技術開発 
改良特許開発 
自社技術の横展開 



特許出願についての要件 

• 出願目的は？ 
– 自社製品の保護（独占による利益確保、および 

 高い参入障壁の設定）⇒高いシェアの確保 

– 自社ブランドの確立（技術的優位性） 

– ライセンス収入（技術供与） 

– 特許権係争の回避（クロスライセンス） 

– デファクトスタンダード化 

  特定のグループ間で特許実施権の独占 

  リーダーシップを確保しつつ標準化を進める 

ｰノウハウの秘匿、非公知化（権利化の逆戦略） 
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特許戦略の重要性（事例Ⅰ） 

• 明細書の明瞭記載要件（特3085182） 

  「平均粒径」事件 

  セラミック遠赤外線放射材料の粉末と自然
放射性元素の参加トリウムの含有量として換
算して0.3以上2.0重量％以下に調整したモナ
ザイトの粉末とを共に10μｍ以下の平均粒径

としてなる混合物を。焼成し、複合化してなる
ことを特徴とする遠赤外線放射体 
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被控訴人：美濃顔料化学社 



知財高裁（H２１．３．１８判決） 

• 原告：平均粒径だけでは、定義不可能 

• 被告：数学的算出方法は、慣用手段として認知 

 ⇒知財高裁判決（特許の無効裁定） 

• 平均粒径の定義（算出方法）、測定法の記述
が無い 

• 当時の測定法（沈降法）以外に複数の手段あり 

 ⇒教訓 

• 測定法、数値の算出根拠などを明示すべき！ 
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特許戦略の重要性（事例Ⅱ） 
特許庁の見解を裁判所で争う！ 
• 「切り餅」事件 
• 原告（越後製菓）：側表面切込（2002.20.31） 
  特許番号4111382 ⇒無効審判訴訟 
• 被告（佐藤食品工業）：上下面切込（2003.7.17） 
  特許番号3620045 
• 知財高裁判決 
  特許3620045は特許4111382の技術範囲に属する 
  無効審判の勝訴 
 ⇒教訓 
• 特許庁と裁判所の見解の相違！ 
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切り餅 特許係争事件 
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世界の知的財産戦略（１） 

• 特許制度の国際的統一への道 
– 1873年ウイーン万博で特許制度の議論 

– 1883年パリ条約制定 
• 内国待遇、優先権制度（特許1年、意匠、商標6カ月）、属地主
義（当事国最優先） 

– 1970年ワシントンで制定（1978年発効） 
• 各国の特許庁に当事国の言語で出願可能 

• 優先権主張を30カ月に延長（当事国の言語に翻訳出願） 

• 国際出願は国際調査報告書に記載 

• 国際予備審査：出願人請求で有効性の予備調査 

• ほとんど国は参加（ただし、台湾は未加盟） 
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世界の知的財産戦略（２） 

• 欧州の動き 
– 1989年、マドリッド議定書締結（1999年発効） 
– 商標のみ（マドプロとも称される） 
– WIPO経由で国際登録すると1年以内に拒絶通報が無
ければ当事国で登録される 

– 欧州共同体商標制度（CTM)の利用 
欧州における商標価値の高さに注目、意匠もほぼ同じ 
言語・人名・署名・文字・数字・頭文字・数字・記号 
の結合、ロゴ・スローガン・デザイン・図・絵文字・人の 
肖像・言語・図形の結合など図形表現と識別可能性 
ｰ欧州単一特許制度/統一特許訴訟制度 
 発効は、2014年前半か？  
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米国の特許戦略 
1776年：アメリカ合衆国独立 

1787年：合衆国憲法公布 

   第1章8条に著作権と発明の保護を謳う（アンチパテント思想） 

1790年：特許法（審査制度）プロパテント時代 

   企業の独占許容、特許権者の保護 

1914年；独占禁止法、価格差別制限など（アンチパテント時代） 

1952年：特許法大改正：新規性、非自明性    

1982年：連邦控訴裁判所（CAFC)設立（プロパテント時代） 

   知財高裁発足、バイドール法、プロパテント時代へ舵を切る 

1985年：ヤングレポート発表（米国の競争力強化策） 

   強い特許を持つベンチャーから新規ビジネス（ｼｽｺ、ｸﾞｰｸﾞﾙ）    

2011年：特許法の大改正（先願主義への移行） 
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米国先願主義に至る背景 

• 特許訴訟の増加（高額化） 

• 非事業者からの乱訴（ﾊﾟﾃﾝﾄﾄﾛｰﾙ対策） 

• 製薬業界の思惑（独占と安定） 

  TPPの要件の1つでもある 

• 非自明性の適正化（特許制度の強化と調和） 

• 特許そのものの質向上 

• 有効性の疑わしい特許が技術革新を阻害し、
消費者が無用のコストを負担する 
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米国特許（改正前）の特徴（１） 
３５USC、３７CFR、MPEP 

特許は、先発明である（発明時期の特定が必須） 

 方法、機械、製造物、組成物およびこれらの有用な改良 

 特許、植物特許、意匠特許 

 新規性、非自明性（進歩性、やや緩い） 

 権利期間は出願から20年1994年以降） 

 ベストモードの記載義務（実施可能性） 

 IDS（Information Disclosure Statement)提出義務 

 抵触審査（Interference)実施義務（発明日の特定する資料提出） 

 猶予期間（グレイスペリオド）：米国内のみ適用 

   出願前1年以内は、印刷刊行物は先行技術とみなさない 

 全件審査（審査請求制度なし） 

 仮出願制度（論文、カタログなどで1年以内に特許出願を予告） 
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米国特許（改正後）の特徴（２） 
Leahy-Smith America Invents Act(2011.9.16) 
• 先公表型先願主義（先発明日から有効出願日へ） 

   2012.3.16から正式発効 

• 出願時公開（米国のみの出願は、非公開） 

• 先行技術開示義務（IDS)が緩和、第3者の情報提供が可能 

• ベストモード要件（第3者が完全追試可能条件）の緩和 

   ベストモード違反で無効理由にすることはない 

• 真の発明者の特定・記載要件の緩和（冒認＜なり済まし＞防止) 

    宣誓書の提出期限は、特許許可時期まで、 

• インターフェアランス廃止（先発明である証拠の開示不要） 

• ヒルマードクトリン廃止（他国の優先権主張を認める） 

• 権利確認手続きの制定（登録後、当事者レビュー、補充審査、情
報提供など) 
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米国特許（改正後）の特徴（３） 
• 虚偽表示違反の緩和 

  商品に付記する特許番号、特許が切れた後、表記があっても
虚偽とみなさない／インターネット上にバーチャル特許番号表
記が可能 

• ヒルマードクトリン廃止（2013.3.16） 

   他国の優先権主張を認める 

• 先使用権を全ての分野で認める（被侵害抗弁） 

• マイクロエンティティ 

   中小企業の出願費用の軽減（Small:50％引、Micro:７５％引） 

• 差止請求権の制限（特許トロール対策） 

• ビジネスモデル特許の制限、複数社への同時訴訟の制限 

• グレースペリオド 

  猶予期間を米国以外に拡大適用 
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グレースペリオド（猶予期間） 
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米国の大変身 

    2011.9.16 米国特許法の大改正（ｵﾊﾞﾏ署名） 
    先発明主義から先願主義への変更 
    特許表示、先使用権、特許料金など 
  2012.9.16施行   

   第3者情報提供、当事者系レビューなど 
  2013.3.16施行 
   先願主義の完全移行  
    ヒルマードクトリンの撤廃  

  最近の出願状況： 
– 特許；５０万件、意匠：３万件、植物特許：１千件 
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改正に対する対応策 
• 知財戦略の転換：防衛型から攻撃型へ 

• 仮出願制度（出願日の確保）      

    米国出願数の中で、米国企業60%、 

    韓国企業：11%、日本企業4% 

• E-Discovery：全ての情報を電子化して保存 
        タイムスタンプ制度（第3者認証制度） 

    公開請求に対する備え 

• 標準化と特許戦略 

    法的規格、ﾃﾞﾌｧｸﾄ、規制値 
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特許戦略の事例（Ⅰ） 
• IBM（ﾌｪﾙﾌﾟｽ特許部長戦略）：高収益分野に集中 

  重複特許出願（25件以上の特許群バンドルを作成） 

  ライセンス料で収入：10億ドル/年 

  2000年にIBM社を辞す ⇒ 2003年MS社に移る 

• Microsoft（ﾋﾞﾙｹﾞｲﾂ）：従前は、特許より著作権で対抗していた 

   IBM社との特許係争（1992年）で敗訴 

     ｿｰｽｺｰﾄﾞの開示と賠償金支払い（差止請求を回避するため） 

  特許戦略の再構築のために、競合相手のﾌｪﾙﾌﾟｽをIBM社から引っこ抜く 

  2003年500件、2009年2902件特許保有件数の増加 

  社外組織（ダミー企業）をフルに使って、パテント買収とクロスライセンス

戦略で  世界を制覇してゆく！ 

  ⇒ 経営戦略の基本が特許戦略であることの証明 
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特許戦略の事例（Ⅱ） 

• AppleとGoogle 
  A社は、Closed戦略（ｉＯＳ）、G社は、Open戦略（Ａｎｄｒｏｉｄ） 
  A社はMS社と組んで、Nortel社を買収（2011.6） 
       （45億ドル：6千件の特許） 
  G社は、IBM特許（約1000件）を購入 
  G社は、Motorola社を買収（2011.8) 
       （125億ドル：1万7千件の特許） 

  コンピュータと通信の融合・結合に関して本格的な特許係
争が始まる！ 

  Google(Android陣営）：NTTドコモ、KDDI、テレフォニカ、モト
ローラ、サムソン電子、LGエレクトロニクス、インテル、ブ
ロードコム、NVIDA、テキサスインススツルメンツ、Marvell 

  iPhone（iOS)をベースにAppleグループを強化 
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特許訴訟の事例 

訴訟当事者 訴訟実施国 
時期 

判決結果 判決時期 

Apple提訴 
Samsung逆提訴 

米国 
2011.4 

Samsung敗訴 
10億ドル賠償 

2012.8 

Apple提訴 
Samsung逆提訴 

日本 
2011.4 

Samsung侵害なし 2012.8 

Apple提訴 
Samsung逆提訴 

韓国 
2011.6 

双方が侵害、痛み
分け 

2012.8 

Samsung提訴 ドイツ Samsungが敗訴 2012.1 
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米国の訴訟の特徴 
• 陪審員制度（事実関係の認定、社会常識に基づく判
断） 

• 懲罰的な損害倍諸制度（3倍賠償） 

• 均等論：文書上では無く、機能、方法、結果が実質同
一であれば侵害と判断する 

• エクイティ（衡平論、個別的正義） 
– 具体的な事実の妥当性を勘案して利害対立のバランスを 
  図る実質的な正義の実現 

ｰ ラッチスの適用（侵害の黙認により相手に打撃を与える
行為） 

• 誠実義務違反による権利行使不能の宣言 
• サブマリン特許（非公開特許の存在） 
• 損害賠償訴訟の時は6年 
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中国の台頭 

• 1985年：中国の特許制度がスタート 

• 1995年：出願数1.6万件 

• 2010年：出願数39万件 

• 2015年：出願数75万件予測 

  特75万、実75万、意50万、合計200万件を指向 

• 数は何時か質に転換する？ 

• 特許における世界標準を順守する方向 

  1984年パリ条約、1993年PCT条約加盟 



日本・米国・中国 特許出願数 
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中国の特許事情 

• 模造品による侵害、商標の先行取得 
   税関での水際作戦 
• 特許出願数の急増 
   ５０万件を超えて、世界一 
• 中国企業からの外国企業訴訟件数の増加 
   外部からの検索が困難、分類が未整備 
   ただし、中国企業からの訴訟件数の増加 
• 賠償金額の増加 
   懲罰的賠償金？ 
⇒ 信頼関係を持つ中国事務所との連携 
   相互依存体制（お互いの利益を追求するシステム） 
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インドの特許事情 



インド特許の特徴 

• 強制実施権 
  特許許可後3年以降、以下の条件下で強制実施権 
  施行がある 
  ⇒公衆の利益に反する、不適切な価格、インド領内 
    で不実施 
• 特許可能化期限（1年以内に処理する必要あり） 
• 実施報告書の提出義務 
• エバーグリーン条項 
  医薬品などの保護規定、既存の物質の単なる新規 
  用途、形態、効能などに関する関連特許は認めない 
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光通信分野の特許トピックス 

• 特許こそ、米国の自由競争の象徴 

 

• ﾍﾞﾙの時代から特許係争が起こる 

 

• 論文が駄目なら特許出願で対抗 

 

• 先行することが、全て！ 
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アレクサンダー グラハム ベル 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/1/10/Alexander_Graham_Bell.jpg


ベルとテインターによる光電話機（ベル研究所） 

1880年2月19日 

モールス信号：1837年 

ベル電話機発明：1876年 

マルコーニ無線通信：1894年 







水晶のロッド 

特許公告 

特許出願 



電話発明・エピソード 

• 1871.12.28；ｱﾝﾄﾆｵ･ﾒｳｵｯﾁが電話の特許申請 
• 1874：特許延長費用が払えずに失効 
• 1875.4.6；ｱﾚｸｻﾝﾀﾞｰ・ｸﾞﾗﾊﾑ・ﾍﾞﾙ電信特許出願 
  ｳｴｽﾀﾝﾕﾆｵﾝ社のW.ｵｰﾄﾝ会長がｸﾞﾚｲとｴｼﾞｿﾝに電話の開発
を依頼、ﾍﾞﾙにも友人を介してその情報を得る 

• 1875.6.2：ﾍﾞﾙがAcoustic Telegraphの試作成功 
• 1876.2.14：ﾍﾞﾙが電磁式送信機電話機特許出願 
• 1876.2.14：ｸﾞﾚｲが液体式送信機電話機特許出願 
• 1876.3.7：ﾍﾞﾙの特許認可、発効 
• 1876.3.10：ﾍﾞﾙが世界初の電話通信実証テスト成功 
  その後、ﾍﾞﾙ電話会社設立、AT&T設立、通信事業の先駆者 
• 1876.4.26：ｴｼﾞｿﾝ炭素式送信電話機特許出願（実用化） 
• 1892.5.3；ｴｼﾞｿﾝ特許の成立発効（長期間の特許係争の後）  
 

2012/3/31 48 



レーザの誕生（１） 
• 1916：誘導放出の予言（ｱｲﾝｼｭﾀｲﾝ) 

• 1953.9：半導体ﾚｰｻﾞの幻の提案（ﾉｲﾏﾝ） 

• 1954.7：ﾒｰｻﾞの発明（ﾀｳﾝｽﾞ） 
– ｱﾝﾓﾆｱ分子によるﾏｲｸﾛ波誘導放出（24GHz） 

• 1957.4：半導体ﾚｰｻﾞの提案（西澤潤一：1926生） 
– 応物誌不採択、特許出願（半導体ﾒｰｻﾞ） 

• 1958：LASER提案（ﾀｳﾝｽﾞ、ｼｬﾛｰ） 

• 1960.7：ルビーﾚｰｻﾞの発振（ﾒｲﾏﾝ） 

• 1960.12：He-Neﾚｰｻﾞの発明（ｼﾞｬﾊﾞﾝ) 

• 1964：ﾀｳﾝｽﾞ、ﾊﾞｿﾌ、ﾌﾟﾛﾎﾛﾌ（ソ連）ﾉｰﾍﾞﾙ賞 





レーザーの歴史

最初のレーザーはルビー・レーザだった。
• 1960年、ヒューズ・エアクラフトのTHメイマンは、合成ルビー・ロッ
ドを用いてコヒーレントな694nm(赤)のミリ秒光パルスを発生する
ことに成功した。当時は光メーザーと呼ばれた。

• ルビー(Al2O3:Cr)においてレーザー発振が可能であるという物理
的根拠は、日本における辻川。田辺・菅野の研究成果がもとになっ
ている。

http://www.laserservicealliance.com/laser

_history.htm

LASER (Light Amplification 

by the Stimulated Emission of 

Radiation)

レーザーという用語はメーザーの発明者
Cタウンズの研究室の学生ゴードン・グールド

によるもので、特許紛争の後、彼が公式の
レーザー発明者ということになっている。



ﾚｰｻﾞの誕生（２） 
• 1962：半導体ﾚｰｻﾞの発振（低温７７K） 

– 9.24：ﾎｰﾙ（GE)、10.6：ﾈｲｻﾞﾝ（IBM) 

– 10.17：ﾎﾛﾆｬｯｸ（GE)、11.5：ｸｲｽﾄ（MIT) 

• 1963：ﾍﾃﾛ接合の提案、ｸﾚｰﾏｰ（ﾊﾞﾘｱﾝ） 

• 1966：林、ﾊﾟﾆｯｼｭ研究着手（ﾍﾞﾙ研） 

• 1967：AlGaAs-LED、ﾙﾌﾞﾚﾋﾄ(IBMﾜﾄｿﾝ研）、須崎（三
菱電機）：半導体ﾚｰｻﾞ国際会議 → 不運！ 

• 1967：AlGaAs/GaAs、林、ﾊﾟﾆｯｼｭ（SＨ接合） 

• 1970：半導体ﾚｰｻﾞの常温連続発振(DＨ接合） 
– ｱﾙﾌｪﾛﾌ（ﾖｯﾌｪ研、ソ連）1968年に常温ﾊﾟﾙｽ発振実現 

– ＤＨの特許出願 



光ファイバによる光通信の曙 

• １９６４年11月：屈折率分布を持つ光伝送路の特
許出願“光の伝送装置”（佐々木、西澤、東北大) 

• １９６５年：ＧＩ型光ファイバの原理提案（西澤教授、
川上助手：東北大学)：電子通信学会秋季大会 
– 米国電気通信学会誌（1965年12月） 

• 1966年初頭：西澤、Kaoと初対面（STL) 
• 1966年7月：ガラスファイバによる光伝送路の予
測（チャールズ・カオ：ＳＴＬ，英国） 
– 米国電気通信学会誌（１９６６年７月） 

• １９６８年：セルフォックファイバの開発（北野、小
泉：日本板硝子社、内田、古川；日本電気） 



Charles K.Kaoの挑戦 
（英国電気学会誌1966年7月） 

1933年上海出まれロンドン大学卒業、STL勤務 

当時、ミリ波が主流、光通信を検討（ガラスの 

損失の原因究明）（西澤教授1926年生） 

１．ガラスの損失解析：不純物、レーリ散乱 

２．20dB/kmで実用通信になると予測 

３．シングルモード伝送⇒１GHｚを予測 

４．屈折率差⇒曲がりによる損失低減 



CVD石英系光ファイバの誕生 

• 1965年西澤論文、1966年カオ論文に刺激さ
れたベル研のピアースがコーニング（マウ
アー等）に打診 

• コーニング社のシェーバーがカオ論文に興味
を持ち、BTLを訪問、知見を得た 

• コーニング社、アーミステッド研究所長がマウ
ラー等に開発指示 

• 1967年：マウラーが研究開始 



CVD光ファイバが生まれる時 
＜コーニング社＞ 

• 研究資源： 
–  1938年：ハイドがCVDによる石英ガラス製造 

–天体望遠鏡用反射鏡向けTiﾄﾞｰﾌﾟの石英ｶﾞﾗｽ（零膨
張係数)の製造 

• 人的資源： 
– 1967年：ﾏｳｱｰは、ﾛｯﾄﾞｲﾝﾁｭｰﾌﾞ法で光ﾌｧｲﾊﾞ化 

– 1968年：ｹｯｸ（測定）、ｼｭﾙﾂ（ｶﾞﾗｽ製造)が参加 

– ｼｭﾙﾂのｱｲﾃﾞｱとｹｯｸの精密測定 



ロッドインチューブ法からの発想の展開 

マウアー（物理）とシュルツ（化学)、ケック（電気） 

SiCl4＋TiCl4＋O2+H2 

またはCH4 

SiO2-TiO2 

SiO2 



Keckのノート： Whoopee!! やった!! と記す 

1970年10月1日（ロンドン）：導波管による幹線系通信に関す
る国際会議：光通信ｾｯｼｮﾝ 





Kao博士と西澤潤一教授 

ガラスによる大容量通信の予言：1966年12月 

IEEE誌に論文掲載（世界初であった。） 

ただし、屈折率分布（GI)光ファイバの提案⇒
マルチモード伝送であった。 

Kaoは、西澤（潤）の論文に刺激を受ける 

1967年7月IEE誌に論文掲載（現在の光ファイ
バの原型を提案） 

同年、Kaoの来日⇒日本企業に開発打診  
⇒拒否 

 



光ファイバを巡る特許係争 

• ｺｰﾆﾝｸﾞ特許 

– ＣＶＤ光ファイバ構造特許（1970）→日本で拒否(1984) 
• 根岸、関特許が先行技術 

– 国策拒否か？ 

• 西澤特許 

– GI型光ファイバ特許(1964) → 自然消滅（1984） 
• ｶﾞﾗｽと指定しなかった事（セラミックスでは例がある） 

– 企業保護策か？ 



VADの誕生 

• 1975年：伊澤、塙、堀口で始める 
– ｽｰﾄﾌﾟﾛｾｽ ⇒ 透明化ﾌﾟﾛｾｽ 

–透明化 ｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽ ⇒ ﾍﾘｳﾑｶﾞｽ 

• 1977年：VADの完成 
–第1回IOOC学会（東京）で発表 

• 緻密な計画 徹底的な集中力 

• 開発ﾌﾟﾛｾｽと実用化ﾌﾟﾛｾｽの移行 

• ﾌﾛﾝﾃｨｱへの尊敬 



VAD方式（NTT) 



今後の特許戦略 

• 複数・重複特許で特定領域を保護する 

• 進歩性評価が緩くなる（新規な応用、使用法等） 

• ソフト特許（ビジネスモデル）の重要性 

• 特許係争時にタイムスタンプ検証が必要 

  ｅ-Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ制度、事前特許調査 

• 中国の台頭、量から質へ（対中特許戦略） 

• 経営が知的財産部門と直結すべき！！ 

 ⇒企業買収は、今や特許バンドル買収へ！ 
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まとめ 

• 高収益分野への集中出願 
  権利行使を視野に入れた出願 
• 進歩性と非自明性との使い分け 
  日米の思考の差の認識 
• 特許流通（ｸﾛｽﾗｲｾﾝｼﾝｸﾞなど） 
• 標準化を指向する（初期から世界を視野に） 
  ﾌｨﾘﾌﾟｽ社の3軸ｼｪｰﾊﾞｰ、ｶｾｯﾄﾃｰﾌﾟなど 

• 発明者、出願者、特許権者を予め契約で明確にし
ておくこと 

• 発明の位置つけ⇒システム発明へ 
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おまけ：エジソン・エピソード 
• エジソンは発明家である！（1847年～1931年） 

• 生涯に1300件の発明をしたと言われる 

• 発明とは：必要とされるものを作り出すこと 

• 1868年；電気投票記録機 

• 1877年；電話機・蓄音器        

• 1879年：白熱電球 から電力システム化（周辺技術開発を実施） 

       GEの設立に至る！ 

  白熱電球⇒エジソンソケット⇒発電機/発電所⇒水力発電ダム⇒
送電線ケーブル⇒ゴム状絶縁体⇒回路切断器（ﾋｭｰｽﾞ)⇒強化セ
メント⇒ベニヤ板⇒高速道路（セメント） 

   彼の最大の過ちは、直流にこだわった事！  

• 1881年：電動機 

• 1900年：蓄電池 


